












地震の 2 カ月後、約 60 の国や国際機関が参加する支援国会議が開催され、国際社会が共
働してネパールを支援する事となった。また、民間レベルでも、国際 NGO（INGO）もネパー
ル国内の NGO と連携してさまざまな支援活動を現在も展開している。














国土面積は約 14 .7 万 km2 北海道の約 1 .8 倍）














は標高 1500m から 4000m の温帯モンスーンの属
し、首都カトマンズもここに位置し、最も人が多
く居住している。そして標高 4000m から 8000m
の山岳地帯が、世界の屋根「ヒマラヤ」と呼ばれ










ネ パ ー ル は 五 つ の 開 発 地 域（Development	







































民の 70％にあたる約 2200 万人が 1 日 2 ドル以下
の貧困層にあたる（ADB2011）。その他、成人
識字率は男性 63％、女性 35％、平均寿命は男性
62 .8 歳、女性 63 .9 歳、乳児死亡率は 1000 人あた
り 56 人（日本は 3 人）、5 歳未満の小児の 63％が
栄養失調状態、国民の 30％しか安全な水にアク
セスできない。さらに、児童労働率（5 歳から 14
歳）は、31％、毎年 1 万 2000 人の子どもたちが
インドに売買されている。ユニセフの報告による








186 カ国中 157 位で［UNDP 人間開発報告 2013	







2015 年 4 月 25 日現地時間 11 時 56 分（日本時
間 15 時 11 分）、ネパール中部 Gorkha 郡 Barpak
を震源とした M7 .8 の地震が発生した。ネパール
全 75 郡のうち約 29 郡が甚大な被害を受けた。そ
の後、ネパール政府は、国際機関とともに作成し
た「災害後復興ニーズ評価調査（PDNA）」を元に、
被災の甚大な上位 14 郡が認定された（図 2）。
この地震による被害は、死者 9050 名、負傷者















































日時 地震名 規模 被害
1897 アッサム地震 M8.3 死者 1508 人
1905 カングラ地震 M8.6 死者 1万人以上
1934 ビハール地震 M8.3 死者 1万人以上
1950 アッサム地震 M8.7 死者 4000 人
1988 ウダプール地震 M6.6 死者 721 人
2011 シッキム地震 M6.9 死者 111 人
4	 地震の被害を拡大させた要因
日本の地震研究者の現地調査によると、このネ





カトマンズは、標高 1500m から 2800m の山に


























約 250 万人（2011）といわれ、人口密度は、約 2
万人 /km2 と非常に過密な都市環境である。その
他、世界遺産のあるバクタプール（約 1 万 3 千
人 /km2）やパタン（約 1 万 5000 人 /km2）も人
口密度は非常に高い。1990 年代の民主化運動以
降、仕事を求めて地方から首都へ人口が流入し始
め、先述の 3 市を含むカトマンズ盆地では 2001



































UNDP は、日本政府の資金援助で 2007 年から


































































































た住宅は 150 年から 200 年前に建築されたが、経
年劣化とともにメンテナンスなどの維持管理をほ
とんど行っていなかった。








































る 国 際 会 議 」（ICNR:	International	Conference	
for	Nepal`s	Reconstruction）を地震の 2 カ月後
の 6 月 25 日に首都カトマンズで開催した。会議
には、60 の国々や国際機関が参加し、ネパール
地震の復興に必要な 67 億ドル（8300 億円）のう
ち、44 億ドル（約 5300 億円）の支援が約束、表
明された。支援額の最多国は、インドで 10 億ド
ル（1240 億円）、次に中国 30 億元（600 億円）と
続き、日本は 2 .6 億ドル（320 億円）の支援を約
束した。




























から 1 年を経た現在でも 82 カ所のテント村で約






















標 高 4000m か ら 世 界 最 高 峰 エ ベ レ ス ト の
60 研究紀要『災害復興研究』第 8号
8848m までのヒマラヤ地域は全国土の 15％を













ネパールの気候は、6 月から 9 月までの雨期と






















































































































われると発表されたのが 2015 年 5 月だが、2016
年 1 月にようやく調査が始まり、地震 1 年後の 4
月にようやく支給された。補助金を受け取った
被災者はわずか 700 世帯で全体の 0 .1％に過ぎな
い。この補助金が全被災者に支給されるのに 3 年
から 5 年の月日がかかるといわれている。
2015 年 6 月に開催された支援国会議では、最
























るのは、東ネパールの Sagarmatha 県 Solukhumbu







4 月 25 日の地震（M7 .8）による Gudel 村の家
屋の全壊被害は 5、6 軒程度であったが、その後
の 5 月 12 日の最大の余震（M7 .3）がネパール東
部のコダリ（カトマンズの北東約 76km）で発
生したことから、この Gudel 村でも被害が拡大
した。Gudel 村 VDC の調査によると、村内での
レッドカード（危険家屋）判定を受けたのは、
219 軒と全世帯の約 3 分の 2 が住宅の再建を迫ら
れる被害が生じた。





























































































年にインドの Anand	S .Arya 氏、インドネシア
























































































































Gudel 村はどの空港からも徒歩 3 日から 4 日の距
離にある。車道も郡庁の Salleri から Gudel 村方
面に徐々に延長されつつあるが、現在でも最短徒
歩 2 日を要する。








































































































































CODE が耐震住宅再建を行っている Gudel 村
にはほんの数カ月前に電気が通った。車道も年々
延びてきていて、いずれ車でこの Gudel 村まで
行ける日が来るだろう。村人にとって便利になる
事は非常に重要なことであるのは間違いないが、
便利さと同時に失っていくものもある。便利にな
れば物が入ってゴミは増え、人と人の関係性やの
どかな農村風景はきっと変わっていくだろう。こ
れから大きく変わっていこうとする村で、何を残
し、何を選択するのか、将来的にどのような道を
歩いていくのか、今のうちにしっかりと考えてお
く必要があるだろう。そのためにも日本などの先
進国の歩んできた道や失敗、成功を共に伝え、一
緒に考えていかなければならない。
ネパールの山村では、若者は仕事（現金収入）
を求めて首都や海外へと出稼ぎに行く。国民の約
10％は海外へと出稼ぎに行く。これは、ネパール
に限らず世界各地で起きている現象であり、日本
も同様に中山間地には高齢者の姿しか見えず、限
界集落は増え続けている。若年層の多いネパール
では、山村に仕事さえあれば帰りたいという若者
も多い。一方、少子高齢化の日本で、都会へ進学
し、就職、結婚した若者は田舎には戻ってこない
状況をみると日本の方が事態はより深刻である。
このように災害を通じて、国は違っても共通の
課題がみえてくる。だからこそ、自国の枠にとら
われずに国を越えて共に考え、解決していく道を
探っていかなくてはならない。
CODE の支援を通じた大工・石工の育成や雇
用、そして山村の文化を活かしたエコツアーなど
は、今後のこの山村での持続可能な暮らしに大き
な可能性を示すことだろう。そしてこの災害を通
じてネパール人だけでなく日本人にも豊かさとは
何かを問いかけるに違いない。
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